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第１章 総 則 

 

第１節 目的  

この計画は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号。以下「災対法」という。）及び原子力災害

対策特別措置法（平成 11 年法律第 156 号。以下「原災法」という。）に基づき、北陸電力株式会社志

賀原子力発電所（以下「発電所」という。）又は事業所外運搬における、放射性物質又は放射線が異常

な水準で事業所外（運搬の場合は輸送容器外）へ放出されることによる原子力災害の発生及び拡大を

防止し、原子力災害の復旧を図るために必要な対策について、県、市町村、指定地方行政機関、指定

公共機関、指定地方公共機関等の防災関係機関がとるべき措置を定め、総合的かつ計画的な原子力防

災事務又は業務の遂行により、県民の生命、身体及び財産を原子力災害から保護することを目的とす

る。 

 

第２節 計画の性格 

第１ 富山県における原子力災害対策の基本となる計画 

この計画は、富山県における原子力災害対策の基本となるものであり、国の防災基本計画原子力

災害対策編及び原子力規制委員会が定める原子力災害対策指針に基づいて作成したものであって、

指定行政機関、指定地方行政機関、指定公共機関及び指定地方公共機関が作成する防災業務計画と

抵触することがないように、緊密に連携を図ったうえで作成したものである。 

県等関係機関は、想定される様々な事態に対して対応できるよう対策を講じることとし、たとえ

不測の事態が発生した場合であっても対処し得るよう柔軟な体制を整備するものとする。 

 

第２ 富山県地域防災計画における他の災害対策との関係 

この計画は、「富山県地域防災計画」の「原子力災害編」として定めるものであり、この計画に定

めのない事項については、「富山県地域防災計画（風水害編）」によるものとする。 

 

第３ 市町村地域防災計画との関係 

市町村が、地域防災計画（原子力災害編）を作成又は修正するにあたっては、この計画を基本と

するものとし、県の地域防災計画に抵触することのないよう計画を定めるものとする。 

なお、県は市町村地域防災計画（原子力災害編）の作成又は修正に協力するものとする。 

 

第４ 計画の修正 

この計画は、災対法第４０条の規定に基づき、毎年検討を加え、防災基本計画、原子力災害対策

指針、県の体制・組織の見直し等により修正の必要があると認める場合にはこれを変更するものと

する。 
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第３節 計画の周知徹底 

この計画は、市町村、関係行政機関、関係公共機関その他防災関係機関に対し周知徹底を図るとと

もに、特に必要と認められるものについては、県民への周知を図るものとする。また、各関係機関に

おいては、この計画を熟知し、必要に応じて細部の活動計画等を作成し、万全を期すものとする。 

 

第４節 計画の基礎とするべき災害の想定 

第１ 対象となる原子力事業所 

本県と隣接する石川県には、下記の原子力事業所が所在し、２基の原子炉が設置されている。 

原子力災害編における原子力災害対策は、下表の２基の原子炉を対象とする。 

事 業 者 名 北 陸 電 力 株 式 会 社（以下「北陸電力」という。） 

発 電 所 名 志 賀 原 子 力 発 電 所 

所 在 地 石 川 県 羽 咋 郡 志 賀 町 赤 住 １ 

号 機 １ 号 機 ２ 号 機 

電 気 出 力 ５４万ｋＷ １３５万８千ｋＷ 

原 子 炉 型 式 沸騰水型軽水炉（ＢＷＲ） 改良型沸騰水型軽水炉（ＡＢＷＲ） 

熱   出   力 １５９万３千ｋＷ ３９２万６千ｋＷ 

燃 料 種 類 低濃縮二酸化ウラン 低濃縮二酸化ウラン 

装   苛   量 約６４トン 約１５０トン 

運 転 開 始 平成５年７月３０日 平成１８年３月１５日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

志賀原子力発電所周辺図 
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第２ 放射性物質又は放射線の放出形態及び被ばくの経路 

原子力災害対策指針における原子炉施設等で想定される放射性物質又は放射線の放出形態の考え

方は、次のとおりである。 

１ 原子炉施設等で想定される放射性物質の放出形態 

原子炉施設においては、多重の物理的防護壁が設けられているが、これらの防護壁が機能し

ない場合は、放射性物質が周辺環境に放出される。その際、大気へ放出の可能性がある放射性

物質としては、気体状のクリプトンやキセノン等の放射性希ガス、揮発性の放射性ヨウ素、気

体中に浮遊する微粒子（以下「エアロゾル」という。）等の放射性物質がある。これらは、気体

状又は粒子状の物質を含んだ空気の一団（以下「プルーム」という。）となり、移動距離が長く

なる場合は拡散により濃度は低くなる傾向があるものの、風下方向の広範囲に影響が及ぶ可能

性がある。また、特に降雤雪がある場合には、地表に沈着し長期間留まる可能性が高い。更に、

土壌や瓦礫等に付着する場合や冷却水に溶ける場合があり、それらの飛散や流出には特別な留

意が必要である。 

実際、平成 23 年３月に発生した東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故においては、格

納容器の一部の封じ込め機能の喪失、溶融炉心から発生した水素の爆発による原子炉建屋の損

傷等の結果、セシウム等の放射性物質が大量に大気環境に放出された。また、炉心冷却に用い

た冷却水に多量の放射性物質が含まれて海に流出した。したがって、事故による放出形態は必

ずしも単一的なものではなく、複合的であることを十分考慮する必要がある。 

 

２ 被ばくの経路 

被ばくの経路には、大きく「外部被ばく」と「内部被ばく」の 2 種類がある。これらは複合

的に起こり得ることから、原子力災害対策の実施に当たっては双方を考慮する必要がある。 

（１）外部被ばく 

外部被ばくとは、体外にある放射線源から放射線を受けることである。 

（２）内部被ばく 

内部被ばくとは、放射性物質を吸入、経口摂取等により体内に取り込み、体内にある放射

線源から放射線を受けることである。 

 

第５節 緊急事態における防護措置実施の基本的考え方 

第１ 緊急事態の段階 

緊急事態の進展に応じて、関係者が共通の認識に基づき意思決定を行うことが重要であることか

ら、国の原子力災害対策指針を踏まえ、緊急事態への対応の状況を、準備段階・初期対応段階・中

期対応段階・復旧段階に区分し、各区分の対応について検討しておくこととする。 
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１ 準備段階 

北陸電力、国、県、氷見市等がそれぞれの行動計画を策定して関係者に周知するとともに、

訓練等で検証・評価し、改善する。 

 

２ 初期対応段階 

情報が限られた中でも、放射線被ばくによる確定的影響を回避するとともに、確率的影響の

リスクを最小限に抑えるため、迅速な防護措置等の対応を行う。 

 

３ 中期対応段階 

放射性物質又は放射線の影響を適切に管理することが求められ、環境放射線モニタリングや

解析により放射線状況を十分に把握し、それに基づき、初期対応段階で実施した防護措置の変

更・解除や長期にわたる防護措置の検討を行う。 

 

４ 復旧段階 

その段階への移行期に策定した被災した地域の長期的な復旧策の計画に基づき、通常の社会

的・経済的活動への復帰の支援を行う。 

 

第２ 緊急事態初期対応段階における防護措置の考え方 

緊急事態のうち、初期対応段階においては、東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故の教訓

を踏まえ、放射性物質の放出開始前から必要に応じた防護措置を講じなければならない。このため、

国際原子力機関（International Atomic Energy Agency。以下「ＩＡＥＡ」という。）等が定める防

護措置の枠組みの考え方を踏まえて、以下のように、初期対応段階において、発電所の状況に応じ

て緊急事態の区分を決定し予防的防護措置を実行するとともに、観測可能な指標に基づき緊急時防

護措置を迅速に実行できるような意思決定の枠組みを構築する。 

１ 緊急事態区分及び緊急時活動レベル（Emergency Action Level。以下「ＥＡＬ」という。） 

（１）基本的な考え方 

緊急事態の初期対応段階においては、情報収集により事態を把握し、発電所の状況や当該

施設からの距離等に応じ、防護措置の準備やその実施等を適切に進めることが重要である。

このような対応を実現するため、以下のとおり、発電所の状況に応じて、緊急事態を、警戒

事態、施設敷地緊急事態及び全面緊急事態の３つに区分し、各区分における、事業者、国、

地方公共団体のそれぞれが果たすべき役割を明らかにする必要がある。緊急事態区分と主要

な防護措置の枠組みについては、原子力災害対策指針においては、表１－１のとおりとりま

とめられている。また、同指針において全面緊急事態に至った場合の対応の流れは図１のと

おり示されている。ただし、これらの事態は、ここに示されている順序のとおりに発生する

ものではなく、事態の進展によっては全面緊急事態に至るまでの時間的間隔がない場合等が

あり得ることに留意すべきである。 

志賀原子力発電所において、緊急事態が発生した場合の対応は、概ね次のとおりである。 
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ア 警戒事態 

その時点では公衆への放射線による影響やそのおそれが緊急のものではないが、発電所

における異常事象の発生又はそのおそれがあるため、情報収集や、早期に実施が必要な災

害時要援護者等の避難の実施により時間を要する防護措置の準備を開始する必要がある段

階である。 

この段階では、北陸電力は、警戒事態に該当する事象の発生及び発電所の状況について

直ちに国に通報しなければならない。国は、北陸電力の情報を基に警戒事態の発生の確認

を行い、遅滞なく県、石川県等の自治体及び公衆等に対する情報提供を行わなければなら

ない。国、石川県、志賀町等は発電所の近傍のＰＡＺ（第６節第１ 1 で述べるＰＡＺをい

う。以下同じ。）内において、実施により比較的時間を要する防護措置の準備に着手しなけ

ればならない。 

イ 施設敷地緊急事態 

施設敷地緊急事態は、発電所において公衆に放射線による影響をもたらす可能性のある

事象が生じたため、発電所周辺において緊急時に備えた避難等の主な防護措置の準備を開

始する必要がある段階である。 

この段階では、北陸電力は、施設敷地緊急事態に該当する事象の発生及び施設の状況に

ついて直ちに国、県、石川県、氷見市等に通報しなければならない。国は、施設敷地緊急

事態の発生の確認を行い、遅滞なく県、石川県、氷見市等の自治体及び公衆に対する情報

提供を行わなければならない。国及び立地自治体及び周辺自治体は、緊急時モニタリング

（放射性物質若しくは放射線の異常な放出又はそのおそれがある場合に実施する環境放射

線モニタリングをいう。以下同じ。）の実施等により事態の進展を把握するため情報収集の

強化を行うとともに、立地自治体が中心となって、主にＰＡＺ内において、基本的にすべ

ての住民等を対象とした避難等の予防的防護措置を準備しなければならない。 

ウ 全面緊急事態 

全面緊急事態は、発電所において公衆に放射線による影響をもたらす可能性が高い事象

が生じたため、確定的影響を回避し、確率的影響のリスクを低減する観点から、迅速な防

護措置を実施する必要がある段階である。 

この段階では、北陸電力は、全面緊急事態に該当する事象の発生及び発電所の状況につ

いて直ちに国、県、石川県、氷見市等に通報しなければならない。国は、全面緊急事態の

発生の確認を行い、遅滞なく県、石川県、氷見市等の自治体及び公衆に対する情報提供を

行わなければならない。国、立地自治体等は、ＰＡＺ内において、基本的にすべての住民

等を対象に避難や安定ヨウ素剤の服用等の予防的防護措置を講じなければならない。また、

事態の規模、時間的な推移に応じて、ＵＰＺ内（第６節第１ ２で述べるＵＰＺをいう。以

下同じ。）においても、ＰＡＺ内と同様、避難等の予防的防護措置を講じる必要がある。 
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（２）具体的な基準 

これらの緊急事態区分に該当する状況であるか否かを原子力事業者が判断するための基準

として、発電所における深層防護を構成する各層設備の状態、放射性物質の閉じ込め機能の

状態、外的事象の発生等の発電所の状態等で評価する緊急時活動レベル（ＥＡＬ）を設定する。 

ＥＡＬは、各原子力施設に固有の特性に応じて設定される必要があり、ＥＡＬの設定に係

る詳細な検討を今後、原子力規制委員会が行うが、当面、緊急事態区分を判断する基準とし

て、従前より原災法等に基づき運用している施設の状態等を適用するとされている。具体的

な緊急事態区分と当面のＥＡＬの内容は次表に掲載する。 

今後、原子力規制委員会は、北陸電力を含めた原子力事業者に対して実用発電用原子炉の

標準的なＥＡＬの設定及びその提出を求め、標準的なＥＡＬに基づき、次表を改定する。北

陸電力は、次表の緊急事態区分に従い、発電所の特性及び立地地域の状況に応じたＥＡＬの

更なる詳細設定を検討し、その結果を原子力事業者防災業務計画に反映して原子力規制委員

会に届け出なければならないとされている。原子力規制委員会は、必要に応じて原子力事業

者防災業務計画の作成又は修正を命ずることができる。 

 

緊急事態区分とＥＡＬについて 

 現行の原災法等における基準を採用した当面のＥＡＬ 緊急事態区分における措置の概要 

緊
急
事
態
区
分 

警
戒
事
態 

原子力規制委員会初動マニュアル中の特別警戒事象を採用 

①石川県において、震度６弱以上の地震が発生した場合 

②石川県において、大津波警報が発令された場合 

③原子力規制庁の審議官又は原子力防災課事故対処室長が警

戒を必要と認める原子炉施設の重要な故障等※１ 

④その他原子力規制委員長が原子力規制委員会原子力事故警

戒本部の設置が必要と判断した場合 

 

 

体制構築や情報収集を

行い、住民防護のための

準備を開始する。 

施
設
敷
地
緊
急
事
態 

原災法１０条の通報すべき基準を採用（一部事象については、全

面緊急事態に変更） 

①原子炉冷却材の漏えい 

②給水機能が喪失した場合の高圧注水系の非常用炉心冷却装

置の不作動 

③蒸気発生器へのすべての給水機能の喪失 

④原子炉から主復水器により熱を除去する機能が喪失した場

合の残留熱除去機能喪失 

⑤全交流電源喪失（５分以上継続） 

⑥非常用直流母線が一となった場合の直流母線に電気を供給

する電源が一となる状態が５分以上継続 

⑦原子炉停止中に原子炉容器内の水位が非常用炉心冷却装置

が作動する水位まで低下 

⑧原子炉停止中に原子炉を冷却するすべての機能が喪失 

⑨原子炉制御室の使用不能 

 

ＰＡＺ内の住民等の避

難準備、及びより時間を

必要とする住民等の避

難を実施する等の防護

措置を行う。 
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緊
急
事
態
区
分 

全
面
緊
急
事
態 

 

原災法１５条の原子力緊急事態宣言の基準を採用（一部事象につ

いては、原災法１０条より変更） 

①原子炉の非常停止が必要な場合において、通常の中性子の吸

収材により原子炉を停止することができない 

②原子炉の非常停止が必要な場合において、原子炉を停止する

全ての機能が喪失 

③全ての非常用炉心冷却装置による当該原子炉への注水不能 

④原子炉格納容器内圧力が設計上の最高使用圧力に到達 

⑤原子炉から残留熱を除去する機能が喪失した場合に、原子炉

格納容器の圧力抑制機能が喪失 

⑥原子炉を冷却する全ての機能が喪失 

⑦全ての非常用直流電源喪失が５分以上継続 

⑧炉心の溶融を示す放射線量又は温度の検知 

⑨原子炉容器内の照射済み燃料集合体の露出を示す原子炉容

器内の液位の変化その他の事象の検知 

⑩残留熱を除去する機能が喪失する水位まで低下した状態が

１時間以上継続 

⑪原子炉制御室等の使用不能 

⑫照射済み燃料集合体の貯蔵槽の液位が、当該燃料集合体が露

出する液面まで低下 

⑬敷地境界の空間放射線量率５μSv/h が１０分以上継続※２ 

 

 

ＰＡＺ内の住民避難実

施等の住民防護措置を

行うとともに、ＵＰＺ、

及び必要に応じてそれ

以遠の周辺地域におい

て、放射性物質放出後の

防護措置実施に備えた

準備を開始し、計測され

る空間放射線量率など

に基づく防護措置を実

施する。 

 
 
※１ 想定される具体例は次のとおり。 

・ 非常用母線への交流電源が１系統のみ。たとえば、原子炉の運転中において、受電している非常用高圧
母線への交流電源の供給が１つの電源になった状態 

・原子炉の運転中に非常用直流電源が 1 系統になった場合 
・１次冷却材中のよう素濃度が所定の値を超えた場合 
・原子炉水位有効燃料長上端未満 
・自然災害により以下の状況となった場合 

－プラントの設計基準を超える事象 
－長期間にわたり原子力施設への侵入が困難になること 

※２ 落雷及び明らかに当該原子力施設以外の施設による放射性物質の影響がある場合は除く。 
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２ 運用上の介入レベル（ＯＩＬ） 

（１）基本的な考え方 

全面緊急事態に至った場合には、住民等への被ばくの影響を回避する観点から、基本的に

は上記（１）の施設の状況に基づく判断により、避難等の予防的防護措置を講じることが極

めて重要であるが、放射性物質の放出後は、その拡散により比較的広い範囲において空間放

射線量率等の高い地点が発生する可能性がある。このような事態に備え、国、県、石川県、

氷見市等は、緊急時モニタリングを迅速に行い、その測定結果を防護措置を実施すべき基準

に照らして、必要な措置の判断を行い、これを実施することが必要となる。こうした対応の

流れについては、原子力災害対策指針において、図１及び表１－２のとおりとりまとめられ

ている。 

放射性物質の放出後、高い空間放射線量率が計測された地域においては、被ばくの影響を

できる限り低減する観点から、数時間から１日以内に住民等について避難等の緊急防護措置

を講じなければならない。また、それと比較して低い空間放射線量率が計測された地域にお

いても、無用な被ばくを回避する観点から、１週間以内に一時移転等の早期防護措置を講じ

なければならない。 

これらの措置を講じる場合には、避難場所等でのスクリーニングの結果から除染等の措置

を講じるようにしなければならない。 

さらに、経口摂取等による内部被ばくを回避する観点から、一時移転等を講じる地域では、

地域生産物の摂取を制限しなければならない。また、飲食物中の放射性核種濃度の測定を開

始すべき範囲を数日以内に空間放射線量率に基づいて特定するとともに、当該範囲において

飲食物中の放射性核種濃度の測定を開始し、その濃度に応じて飲食物摂取制限を継続的に講

じなければならない。 
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（２）具体的な基準と防護措置の内容 

これらの防護措置の実施を判断する基準として、空間放射線線量率や環境試料中の放射性

物質の濃度等の環境において計測可能な値で表される運用上の介入レベル（Operation 

Intervention Level。以下「ＯＩＬ」という。）を設定する。防護措置を実施する国、県、石

川県、氷見市等においては、緊急時モニタリングの結果をＯＩＬの値に照らして、防護措置

の実施範囲を定めるなどの具体的手順をあらかじめ検討し決めておく。 

原子力規制委員会が、各種防護措置に対応するＯＩＬの初期設定値として設定した内容を

次表に掲載する。 

なお、同表の値は、東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故の際に実施された防護措

置の状況や教訓を踏まえて、実効的な防護措置を実施する判断基準として適当か否かなどと

いう観点から当面運用できるものとして設定されたものである。 

本来、ＩＡＥＡでは、まず緊急時に住民等を最適に防護するための基準（包括的判断基準）

を定め、そこからＯＩＬを導出することとしている。このため、国においても、原子力規制

委員会が、今後、ＩＡＥＡからＯＩＬの導出に係る情報が公表され、我が国におけるＯＩＬ

の検討に必要となる環境が整った際には、包括的判断基準からＯＩＬを算出し、今回設定し

たＯＩＬの見直しを検討するとされている。 

 

ＯＩＬと防護措置について 

 基準の種類 基準の概要 初期設定地※１ 防護措置の概要 

緊
急
防
護
措
置 

ＯＩＬ１ 地表面からの放射線、再
浮遊した放射性物質の吸
入、不注意な経口摂取に
よる被ばく影響を防止す
るため、住民等を数時間
内に避難や屋内退避等さ
せるための基準 
 

500μSv/h 

（地上１mで計測した場合の空間放射線

量率※２） 

数時間内を目途に
区域を特定し、避
難等を実施。(移動
が困難な者の一時
屋内退避を含む） 

ＯＩＬ４ 不注意な経口摂取、皮膚
汚染からの外部被ばくを
防止するため、除染を講
じるための基準 

β線：40,000 cpm※３ 

（皮膚から数 cm での検出器の計数率） 

避難基準に基づい
て避難した避難者
等をスクリーニン
グして、基準を超
える際は迅速に除
染。 

β線：13,000cpm※４【１ヶ月後の値】 

（皮膚から数 cm での検出器の計数率） 

早
期
防
護
措
置 

ＯＩＬ２ 地表面からの放射線、再
浮遊した放射性物質の吸
入、不注意な経口摂取に
よる被ばく影響を防止す
るため、地域生産物の摂
取を制限するとともに、
住民等を１週間程度内に
一時移転させるための基
準 
 

２０μSv/h 

（地上１ｍで計測した場合の空間放射

線量率※２） 

１日を目途に区域
を特定し、地域生
産物の摂取を制限
するとともに、１
週間程度内に一時
移転を実施 
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飲
食
物
摂
取
制
限
※
９ 

飲食物に係

るスクリー

ニング基準 

ＯＩＬ６による飲食物の
摂取制限を判断する準備
として、飲食物中の放射
性核種濃度測定を実施す
べき地域を特定する際の
基準 
 

0.5μSv/h※6 

（地上１mで計測した場合の空間放射線

量率※2） 

数日内を目途に飲
食物中の放射性核
種濃度を測定すべ
き区域を特定。 

ＯＩＬ６ 経口摂取による被ばく影
響を防止する際の基準 核 種※7 

飲料水 

牛乳･乳製

品 

野菜類、穀類、

肉、卵、魚、

その他 

１週間内を目途に
飲食物中の放射性
核種濃度の測定と
分析を行い、基準
を超えるものにつ
き摂取制限を迅速
に実施 

放射性ヨウ素 300Bq/kg 2,000Bq/kg※8 

放射性セシウム 200Bq/kg 500Bq/kg 

プルトニウム及

び超ウラン元素

のアルファ核種 

1Bq/kg 10Bq/kg 

ウラン 20Bq/kg 100Bq/kg 

 

※１「初期設定値」とは緊急事態当初に用いるＯＩＬの値であり、地上沈着した放射性核種組成が明確になっ
た時点で必要な場合にはＯＩＬの初期設定値は改定される。 

※２ 本値は地上１ｍで計測した場合の空間放射線量率である。実際の適用に当たっては、空間放射線量率計
測機器の設置場所における線量率と地上１ｍでの線量率との差異を考慮して、判断基準の値を補正する必
要がある。 

※３ 我が国において広く用いられているβ線の入射窓面積が20c㎡の検出器を利用した場合の計数率であり、
表面汚染密度は約 120Bq/C ㎡相当となる。他の計測器を使用して測定する場合には、この表面汚染密度よ
り入射窓面積や検出効率を勘案した計数率を求める必要がある。 

※４ ※３と同様、表面汚染密度は約 40Bq/c ㎡相当となり、計測器の仕様が異なる場合には、計数率の換算が
必要である。 

※５ 「地域生産物」とは、放出された放射性物質により直接汚染される野外で生産された食品であって、数
週間以内に消費されるもの（例えば野菜、該当地域の牧草を食べた牛の乳）をいう。 

※６ 実効性を考慮して、計測場所の自然放射線によるバックグラウンドによる寄与も含めた値とする。 
※７ その他の核種の設定の必要性も含めて今後検討する。その際、ＩＡＥＡのＧＳＧ－２におけるＯＩＬ６

の値を参考として数値を設定する。 
※８ 根菜、芋類を除く野菜類が対象。 
※９ ＩＡＥＡでは、ＯＩＬ６に係る飲食物摂取制限が効果的かつ効率的に行われるよう、飲食物中の放射性

核種濃度の測定が開始されるまでの間に暫定的に飲食物摂取制限を行うとともに、広い範囲における飲食
物のスクリーニング作業を実施する地域を設定するための基準であるＯＩＬ３、その測定のためのスクリ
ーニング基準であるＯＩＬ５が設定されている。ただし、ＯＩＬ３については、ＩＡＥＡの現在の出版物
において空間放射線量率の測定結果と暫定的な飲食物摂取制限との関係が必ずしも明確でないこと、また、
ＯＩＬ５については我が国において核種ごとの濃度測定が比較的容易に行えることから、放射性核種濃度
を測定すべき区域を特定するための基準である「飲食物に係るスクリーニング基準」を定める。 
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第６節 原子力防災対策を重点的に充実すべき区域 

第１ 原子力災害対策指針において示される原子力災害対策重点区域 

原子力災害対策重点区域については、原子力災害対策指針によれば、以下のように示されている。 

「原子力災害が発生した場合において、放射性物質又は放射線の異常な放出による周辺環境への

影響の大きさ、影響が及ぶまでの時間は、異常事態の態様、施設の特性、気象条件、周辺の環境状

況、住民の居住状況等により異なるため、発生した事態に応じて臨機応変に対処する必要がある。

その際、住民等に対する被ばくの防護措置を短期間で効率的に行うためには、あらかじめ異常事態

の発生を仮定し、施設の特性等を踏まえて、その影響の及ぶ可能性がある区域（「原子力災害対策重

点区域」）を定めた上で、重点的に原子力災害に特有な対策を講じておくことが必要である。 

原子力災害対策重点区域内において平時から実施しておくべき対策としては、住民等への対策の

周知、住民等への迅速な情報連絡手段の確保、緊急時モニタリングの体制整備、原子力防災に特有

の資機材等の整備、屋内退避・避難等の方法や医療機関の場所等の周知、避難経路及び場所の明示、

緊急用移動手段の確保等が必要である。また、当該区域内においては、施設からの距離に応じて重

点を置いた対策を講じておく必要がある。」 

 

１ 予防的防護措置を準備する区域 （ＰＡＺ：Precautionary Action Zone） 

原子力災害対策指針によれば、「ＰＡＺとは、急速に進展する事故においても放射線被ばくに

よる確定的影響等を回避するため、ＥＡＬに応じて、即時避難を実施する等、放射性物質の環

境への放出前の段階から予防的に防護措置を準備する区域のことを指す。ＰＡＺの具体的な範

囲については、ＩＡＥＡの国際基準において、ＰＡＺの最大半径を原子力施設から３～５ｋｍ

の間で設定すること（５ｋｍを推奨）とされていること等を踏まえ、「原子力施設から概ね５ｋ

ｍ」を目安とする。なお、この目安については、地方公共団体の行政区画、地形条件、気象条

件、主として参照する事故の規模等を踏まえ、迅速で実効的な防護措置を講ずることができる

よう検討した上で、継続的に改善していく必要がある。」とされている。 

 

２ 緊急時防護措置を準備する区域（ＵＰＺ：Urgent Protective Action Planning Zone） 

原子力災害対策指針によれば、「ＵＰＺとは、確率的影響のリスクを最小限に抑えるため、Ｅ

ＡＬ、ＯＩＬに基づき、緊急時防護措置を準備する区域である。ＵＰＺの具体的な範囲につい

ては、ＩＡＥＡの国際基準において、ＵＰＺの最大半径は原子力施設から５～３０ｋｍの間で

設定されていること等を踏まえ、「原子力施設から概ね３０ｋｍ」を目安とする。なお、この目

安については、行政区画、地形条件、気象条件、主として参照すべき事故の規模を踏まえ、迅

速で実効的な防護措置を講ずることができるよう検討した上で、継続的に改善していく必要が

ある。」とされている。 

 

３ プルーム通過時の被ばくを避けるための防護措置を実施する地域（ＰＰＡ：Plume Protection 

Planning Area） 

げ原子力災害対策指針によれば、「ＵＰＺ外においても、プルーム通過時には放射性ヨウ素の
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吸入による甲状腺被ばく等の影響もあることが想定される。つまり、ＵＰＺの目安である３０

ｋｍの範囲外であっても、その周辺を中心に防護措置が必要となる場合がある。プルーム通過

時の防護措置としては、主に放射性物質の吸引等を避けるための屋内退避や安定ヨウ素剤の服

用など、状況に応じた追加の防護措置を講じる必要が生じる場合もある。また、プルームにつ

いては、空間放射線量率の測定だけでは通過時しか把握できず、その到達以前に防護措置を講

じることは困難である。このため、放射性物質が放出される前に原子力施設の状況に応じてＵ

ＰＺ外においても防護措置の実施の準備が必要となる場合がある。」とされている。 

 

※ＰＰＡの具体的な範囲及び必要とされる防護措置の実施の判断の考え方については、今後、

国が示す予定の原子力災害対策指針を踏まえて、そのあり方を検討 

 

第２ 本県における原子力防災対策を重点的に充実すべき区域 

原子力災害対策指針を踏まえ、本県において、緊急時防護措置を準備する区域（ＵＰＺ）は、発

電所から概ね半径３０ｋｍの圏内とする。この対象区域には、氷見市の一部が含まれるが、行政区

画、地形条件等を考慮のうえ、具体的な範囲を定める。 

なお、原子力規制委員会がＵＰＺ設定の参考とするため実施したＭＡＣＣＳ２による試算では、

志賀原発については、ＩＡＥＡの避難の線量基準とされる 100 ミリシーベルトの範囲が最大で 19km

であり、富山県までは到達していない。ただ、このＭＡＣＣＳ２の試算では、地形情報や風向・風

速等の気象条件の設定に課題があることから、こうした条件を加味したＳＰＥＥＤＩによる試算を

行うこととしており、この試算結果について防災会議に報告し、必要があれば、ＵＰＺの区域につ

いて検討する。 

また、氷見市以外の市町村（以下「その他の市町村」という。）においても、必要に応じ、避難者

の受入れをはじめとした原子力防災対策を実施することとなるため、各市町村における住民への情

報伝達、避難者の受入れ等に係る対策を検討する。 
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第７節 防災関係機関の事務又は業務の大綱 

原子力防災に関し、県、氷見市、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関、公共的

団体等の防災関係機関が処理すべき事務又は業務大綱は富山県地域防災計画総則第３節「防災関係

機関等の責務」「防災関係機関等の業務大綱」を基本に次のとおりとする。 

１ 県 

処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 県地域防災計画の作成に関すること 

２ 発電所原子力事業者防災業務計画（以下「原子力事業者防災業務計画」という。）の協議に関する

こと。 

３ 原災法第 31 条の規定に基づく報告の徴収及び同法第 32 条第１項の規定に基づく立ち入り検査の

実施に関すること。 

４ 原災法の規定に基づく原子力防災要員等の届出の受理に関すること。 

５ 原子力防災に関する知識の普及及び啓発に関すること 

６ 防災業務関係者に対する教育に関すること。 

７ 原子力防災訓練の実施に関すること 

８ 通信連絡設備に関すること 

９ 環境モニタリング設備及び機器類の整備に関すること 

１０ 緊急時医療設備等の整備に関すること 

１１ 防護資機材の整備に関すること 

１２ 防災対策資料の整備に関すること 

１３ 事故状況等の把握及び通報連絡に関すること 

１４ 緊急事態応急対策等拠点施設（以下「オフサイトセンター」という。）との連携等に関すること 

１５ 富山県災害警戒本部、富山県災害対策本部及び富山県現地災害対策本部の設置及び運営に関すること 

１６ 合同対策協議会等（現地事故対策連絡会議、原子力災害合同対策協議会及び現地事後対策連絡会

議をいう。）への参加等に関すること 

１７ 緊急時環境放射線モニタリング（以下「緊急時モニタリング」という。）に関すること 

１８ 住民等に対する広報及び指示伝達に関すること 

１９ 住民等の退避、避難及び立ち入り制限並びに飲食物の摂取制限等に関すること 

２０ 緊急時医療に関すること 

２１ 緊急輸送及び必需物資の調達に関すること 

２２ 放射性物質に汚染された物質の除去及び除染に関すること 

２３ 富山県原子力災害事後対策本部の設置及び廃止に関すること。 

２４ 各種制限措置の解除に関すること 

２５ 住民等の健康に関すること 

２６ 損害賠償の請求等に必要な資料の作成に関すること 

２７ 関係市町村の原子力防災対策に対する指示、指導及び助言に関すること 

２８ 石川県との連携に関すること 
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２ 富山県警察 

処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 災害警備計画の策定に関すること。 

２ 災害警備本部の設置及び廃止に関すること。 

３ 住民等に対する広報及び避難等の誘導に関すること。 

４ 立入禁止措置及び解除に関すること。 

５ 原災法第１７条第９項に規定する緊急事態応急対策を実施すべき区域（以下「緊急時応急対策実

施区域」という。）及びその周辺地域の警備並びに交通規制に関すること。 

６ 事故状況の把握に関すること。 

 

３ 富山県教育委員会 

処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 児童・生徒に対する放射線等に係る知識の普及に関すること。 

２ 児童・生徒に対する避難等に係る安全の確保に関すること。 

３ 避難等に係る県立学校施設の使用に関すること 

 

４ 原子力防災専門官 

処理すべき事務又は業務の大綱 

１ オフサイトセンター内の施設等の維持・管理に関すること。 

２ 原子力事業者防災業務計画の作成及び修正に対する指導・助言に関すること。 

３ 原子力事業者が実施する原子力災害予防対策に対する指導・助言及び原子力災害の発生又は拡大

の防止に必要な業務に関すること。 

４ 特定事象発生時における状況把握のための情報収集に関すること。 

５ 特定事象発生時における県及び関係市が行う応急措置に対する助言その他原子力災害の発生又は

拡大防止に必要な業務に関すること。 

６ 原災法に基づく立ち入り検査の実施等に関すること 

 

５ 原子力保安検査官 

処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 発電所の運転状況、設備の保全状況等に関すること。 

２ 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法律第１６６号）第３７条

第１項に規定する保安規定（以下「保安規定」という。）の遵守状況の把握等に関すること。 

３ 発電所の事故状況の把握のための情報収集に関すること。 
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６ 氷見市 

処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 市地域防災計画の作成に関すること。 

２ 原子力防災業務計画の協議等に関すること。 

３ 原子力防災に関する知識の普及及び啓発に関すること。 

４ 防災業務関係者に対する教育に関すること。 

５ 原子力防災訓練の実施に関すること。 

６ 通信連絡設備の整備に関すること。 

７ 住民等に対する情報伝達設備の整備に関すること。 

８ 防護資機材の整備に関すること。 

９ 防災対策資料の整備に関すること。 

１０ オフサイトセンターとの事故状況等の把握及び通報連絡に関すること。 

１１ 氷見市災害対策本部に関すること。 

１２ 合同対策協議会等への参加等に関すること。 

１３ 緊急時モニタリングに対する協力に関すること。 

１４ 住民等に対する広報及び指示伝達に関すること。 

１５ 住民等の退避、避難及び立入制限並びに飲食物の摂取制限等に関すること。 

１６ 緊急時医療措置に対する協力に関すること。 

１７ 緊急輸送及び必需物資の調達に関すること。 

１８ 放射性物質に汚染された物資の除去及び除染に関すること。 

１９ 各種制限措置の解除に関すること。 

２０ 住民等の健康に関すること。 

２１ 損害賠償の請求等に必要な資料の作成に関すること。 

 

７ 消防機関（氷見市消防本部） 

処理すべき事務又は業務の大綱 

１ 消火、救助、救急に関すること。 

２ 住民等に対する広報及び避難等の誘導に関すること。 

３ 緊急時医療措置に対する協力に関すること。 

４ 避難等の誘導に係る資料の整備に関すること。 

５ 緊急事態応急対策実施区域の防火対策に関すること。 
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８ 指定地方行政機関 

機  関  名 処理すべき事務又は業務の大綱 

中部管区警察局 １ 管区内各警察の原子力災害警備活動の指導、調整に関すること 

２ 他管区警察局及び管区内防災関係機関との連携に関すること 

３ 管区内各警察の相互援助の調整に関すること 

４ 警察通信施設の整備及び防護並びに警察通信統制に関すること 

５ 情報の収集及び連絡に関すること 

６ 広域緊急援助隊の運用及び広域的な応援の指導調整に関すること 

７ 津波警報等の伝達に関すること 

８ 広域的な交通規制の指導調整に関すること 

北陸総合通信局 １ 情報通信の確保に関すること 

２ 原子力災害時における非常通信の運用監督に関すること 

北陸財務局 

富山財務事務所 

１ 災害復旧事業等のため地方公共団体が災害つなぎ資金の貸付を希望

する場合の、適切な短期貸し付けの措置に関すること 

２ 原子力災害時における金融機関に対する緊急措置等の指示に関する

こと 

３ 主務省の要請による災害復旧事業費査定の立会いに関すること 

４ 災害応急措置の用に供する国有地の無償貸付 

５ 災害復旧事業等の経費財源として地方公共団体が地方債を起こす場

合、財政融資資金をもって措置することに関すること 

東海北陸厚生局 １ 緊急医療措置の連絡調整に関すること 

２ 原子力災害状況の情報収集、連絡調整 

３ 関係職員の派遣 

富山労働局 １ 労働者の被ばく管理の監督指導に関すること。 

２ 労働災害調査及び労働者の労働災害補償に関すること。 

３ 原子力災害時における雇用対策に関すること 

北陸農政局 １ 農産物、家畜等の汚染対策及び除染措置の指導に関すること 

２ 主要食糧等の緊急引き渡し措置に関すること 

３ 国営農業用施設の整備及びその防災管理並びに災害復旧に関するこ

と 

４ 農地及び農業用施設の災害復旧事業費の緊急査定に関すること 

中部森林管理局 １ 林野及び林産物の汚染対策の指導に関すること 

２ 国有林野の火災防止等保全管理に関すること 

中部経済産業局 

中部近畿産業保安監督部 

１ 原子力災害時における防災関係物資の確保に関すること 

２ 生活必需品、復旧資材等災害関係物資の安定的供給の確保に関する

こと 

３ 被災商工鉱業事業者の業務の正常な運営の確保に関すること 

４ 被災中小企業の再建に必要な融資あっせんに関すること 
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５ 電気、ガス、工業用水の供給確保に関すること 

６ 火薬類、高圧ガス、液化石油ガス、電気、ガス等危険物の保安に関

すること 

北陸地方整備局 １ 一般国道の国土交通大臣管理区間の通行確保に関すること 

２ 港湾の整備、利用、保全及び管理に関すること 

３ 航路の整備、保全及び管理に関すること 

４ 緊急を要すると認められる場合、協定に基づく適切な緊急対応の実

施に関すること 

北陸信越運輸局 

富山運輸支局 

１ 原子力災害時における鉄道事業者、軌道事業者、自動車運送事業者

の安定運行の確保に関すること 

２ 原子力災害時における自動車の調達、あっせん、輸送の分担、う回

輸送、代替輸送等の指導に関すること 

３ 自動車運送事業者に対する輸送命令に関すること 

４ 原子力災害時における船舶調達、あっせんに関すること 

５ 原子力災害時における水上輸送及び港湾荷役作業措置に関すること 

大阪航空局 

小松空港事務所 

１ 原子力災害時における富山空港の措置に関すること 

２ 人員、応急物資等の空輸の利便確保に関すること。 

東京管区気象台 

富山地方気象台 

１ 気象状況の把握及び通報連絡に関すること。 

伏木海上保安部 １ 船舶に対する緊急通報及び避難、立入制限等の各種制限措置に関す

ること。 

２ 海上における救助・救急活動及び依頼等に基づく活動の支援に関す

ること。 

３ 海上の緊急事態応急対策実施区域及びその周辺における治安の確保

に関すること。 

４ 海上における緊急時モニタリングの支援に関すること。 

５ 海上交通の安全確保及び治安の維持に関すること 
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９ 指定公共機関 

機  関  名 処 理 す べ き 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

日本郵便株式会社 

北陸支社 

１ 原子力災害時における郵便事業の確保に関すること。 

２ 原子力災害時における郵便業務に係る災害特別事務取り扱い及び援

護対策。 

日本銀行富山事務所 １ 通貨の円滑な供給確保に関すること 

２ 原子力災害時における金融機関に対する金融緊急措置の指導に関す

ること 

西日本旅客鉄道株式会社 

金沢支社 

１ 原子力災害時における緊急輸送の確保と災害復旧に関すること 

２ 鉄道輸送の安全確保に関すること 

中日本高速道路株式会社 

金沢支社 

１ 原子力災害時における緊急輸送の確保と災害復旧に関すること 

西日本電信電話株式会社 １ 原子力災害時における緊急通話の確保に関すること 

２ 電気通信施設の整備及び防災管理並びに災害復旧に関すること 株式会社ｴﾇ･ﾃｨ･ﾃｨﾄﾞｺﾓ北陸

支社 

日本赤十字社 

富山県支部 

１ 原子力災害時における緊急医療措置、医療救護に関すること 

２ 義援金に関する連絡調整に関すること 

３ その他、奉仕団が行う炊出しや避難所奉仕等の協力等、原子力災害救

護に必要な業務に関すること 

日本放送協会 

富山放送局 

１ 県民に対する原子力防災知識の普及の周知徹底に関すること 

２ 原子力災害時における情報、応急対策等の周知徹底に関すること 

３ 社会事業団等による義捐金品の募集の周知に関すること 

独立行政法人 国立病院機

構 

１ 原子力災害時における緊急時医療班派遣に関すること 

２ 所管の県内施設及び近県施設による罹災疾病者の収容、治療に関する

こと 

３ 前記の活動について、必要と認める場合には東海北陸ブロック事務所

をして緊急時医療班の活動支援にあたらせる。 

日本通運株式会社富山支店 １ 原子力災害時における緊急輸送の確保に関すること 

 

 

10 自衛隊 

機  関  名 処 理 す べ き 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

陸上自衛隊第14普通科連隊 

陸上自衛隊第 382 施設中隊 

海上自衛隊舞鶴地方総監部 

航空自衛隊第６航空団 

１ 原子力災害における応急救援活動に関すること。 

２ 緊急時環境放射線モニタリングの支援に関すること。 

３ 人、物資等の緊急輸送支援に関すること。 

４ その他災害応急対策の支援に関すること。 
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11 指定地方公共機関 

機  関  名 処 理 す べ き 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

鉄軌道・バス事業会社 

富山地方鉄道㈱ 

加越能バス㈱ 

１ 鉄道、軌道施設の整備と安全の確保に関すること 

２ 原子力災害時における住民の避難所への搬送に関すること 

３ 原子力災害時における緊急輸送の確保と災害復旧に関すること 

４ 原子力災害時における被災地との交通の確保に関すること 

ガス供給事業株式会社等 

  日本海ガス㈱ 

  高岡ガス㈱ 

  （社）日本コミュニティー
ガス協会北陸支部 

  （一社）富山県エルピーガ
ス協会 

１ 原子力災害時におけるガスの安定供給の確保に関すること 

２ ガス施設の防護管理及び原子力災害時の応急措置並びに復旧に関

すること 

３ 県民に対する原子力災害時のガス事故防止に係る緊急措置等の周

知徹底に関すること 

自動車運送事業会社 

  （社）富山県トラック協会 

１ 原子力災害時における生活必需物資、産業用資材の緊急輸送の確保

に関すること 

２ 原子力災害時における輸送用、作業用車両及び荷役機械の確保と緊

急出勤に関すること 

報道機関 

  北日本放送㈱ 

  富山テレビ放送㈱ 

  ㈱チューリップテレビ 

  ㈱北日本新聞社 

  ㈱富山新聞社 

  富山エフエム放送㈱ 

１ 県民に対する原子力防災知識の普及の周知徹底に関すること 

２ 原子力災害時における情報、応急対策等の周知徹底に関すること 

（社）富山県医師会 

（社）富山県看護協会 

（社）富山県薬剤師会 

（社）富山県歯科医師会 

１ 原子力災害時における緊急医療措置活動に関すること 

（福）富山県社会福祉協議会 １ 原子力災害時におけるボランティアの受入れ及び派遣に関するこ   

 と 
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12 北陸電力 

処 理 す べ き 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

１ 保安規定の制定に関すること 

２ 原子力事業者防災業務計画の作成、修正に関すること 

３ 原子力防災組織の設置に関すること 

４ 発電所の防災体制の整備に関すること 

５ 関係市町村の住民等への放射線防護等に関する知識の普及･啓発に関すること 

６ 発電所の災害予防に関すること 

７ 非常用通信機器及び通信連絡体制の整備に関すること 

８ 放射線測定設備（以下「敷地境界モニタリングポスト」という。）及び計測器等の整備に関するこ 

と 

９ 敷地境界モニタリングポストにより測定した放射線量の記録及び公表に関すること 

１０ 放射線障害防護用器具及びその他資機材の整備に関すること 

１１ 従業員等に対する防災に係る教育訓練等に関すること 

１２ 原子力防災対策資料の整備に関すること 

１３ 特定事象等発生時の通報等に関すること 

１４ 発電所の敷地内の応急対策に関すること 

１５ 災害状況等の把握及び防災関係機関に対する情報の提供に関すること 

１６ 緊急時環境放射線モニタリングの実施に関すること 

１７ 合同対策協議会等への参加等に関すること 

１８ 県、氷見市、関係市町村及び防災関係機関が実施する防災対策に対する協力及び連携に関すること 

１９ 汚染の除去等に関すること 

２０ 災害復旧に関すること 

２１ 損害賠償の請求等への対応に関すること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


